
第  ８  表

給 与 費 明 細 書
１　特　別　職

給 与 費 (千円）

そ の 他

の 手 当

市長等 4 36,204 11,278 4,760 52,242 9,023 61,265

議　 員 25 137,802 42,918 180,720 53,595 234,315

その他 1,982 564,911 564,911 60,816 625,727

計 2,011 702,713 36,204 54,196 4,760 797,873 123,434 921,307

国 民 健 康

保 険 会 計

介 護 保 険

会 計

本年度 後 期 高 齢 者

医 療 会 計

市長等 4 36,204 11,278 4,760 52,242 9,023 61,265

議　 員 25 137,802 42,918 180,720 53,595 234,315

その他 2,088 679,246 679,246 76,458 755,704

計 2,117 817,048 36,204 54,196 4,760 912,208 139,076 1,051,284

市長等 4 36,144 9,716 45,860 8,689 54,549

議　 員 25 141,120 42,601 183,721 56,580 240,301

その他 2,219 637,093 637,093 67,011 704,104

計 2,248 778,213 36,144 52,317 866,674 132,280 998,954

市長等 60 1,562 4,760 6,382 334 6,716

議　 員 △ 3,318 317 △ 3,001 △ 2,985 △ 5,986

その他 △ 131 42,153 42,153 9,447 51,600

計 △ 131 38,835 60 1,879 4,760 45,534 6,796 52,330

共済費
(千円）

合　計
(千円）

備    考区　　　    分
職員数
(人） 計報　　酬 給　　料 期末手当

26,574

2,844

30,812

11,008 96,321

2,448 396

4,238

85,313

2,448

合　　計

比　　　較

前年度

特

別

会

計

一般会計

合　　計

その他 26,574

その他 81 85,313

24

その他 1



 ２　一　般　職
(1)　総　括

給 与 費 (千円)

(66) （  ）内は再任用短時間勤務職員

861 を外数で示す。

国 民 健 康

保 険 会 計 20

本　年　度 介 護 保 険

会 計 20

後 期 高 齢 者 (1)

医 療 会 計 5

(67)

906

(65)

910

(2)

△ 4

区　　分 扶　　養 地　　域 住　居 通　　勤 特　勤 時間外 夜間勤務 宿日直 管理職 管理職員特別 単身赴任 期末勤勉 退     職

国 民 健 康

職員手当 保 険 会 計

の 内 訳 介 護 保 険

(千円) 会 計

後 期 高 齢 者

医 療 会 計

7,771,778

141,277

141,120

1,303

1,527 2

77,320

7,630

1,221,151

24,226

備　　　考

8,098,739

7,933,367

165,372

合計（千円）

158,918

565,018

723,936

723,936

計
共済費（千円）

11,183

6,821,820

6,667,631

154,189

117,208

36,934

1,265,736

23,912

6,153

6,550,627

117,051

11

1,276,919

118,111

6,153281,271

270,349

7,580

1,301

648

78,84711

40,480

10,922 △ 1,958

1,303

1,171

77,028266,566

5,906

計

職員数(人）

2,680

△ 36,967

57,015

42,128

13,047

3,955,824

職員手当

2,807,308

2,680

984

132,318

1,374

比　　　　　較

区　　　　分

5,105 59,603

367

1,176

57,852

1,751

134,445前　　年　　度

394

55,863

△ 262

2,286

△ 2,127

4,624

4,738

1,314

55,601

給　　　料

3,743,319

76,571

一 般 会 計

計 3,918,857

75,080

23,887

1,219

1,484,974一 般 会 計 128,670 1,968

前　　年　　度

比　　　　　較

1,746

786 30,319

29,604

9,270

44,564

588 481 626 863

2,902,963

52,380

2,711,807

191,156

1,554,167

1,532,771

226 21,396

1,742

1,968



(2) 給料及び職員手当の増減額の内訳

区　　分 増減額(千円) 備 考

給　　料 △ 36,967 1  給与改定に 1,845 給与改定に伴う増減分 1,845 給与改定の状況

   伴う増減分 前年度 給与改定率

2  昇給に伴う 29,378 昇給に伴う増加分 29,378 平均昇給率

   増加分

3 その他の増 △ 68,190 退職者の不要分 △ 170,039 前年度と本年度　当初予算人員明細 （H28.1.2～H29.1.1）

  減分 採用者の増加分 103,300

異動等による増減分 △ 1,451

(65) (23) (24) (1) (△ 17) (△ 19) (△ 2)

21 30 9 △ 32 △ 41 △ 9

(64) (3) (67)

（  ）内は再任用短時間勤務職員を外数で示す。

910

異動による

増減（人）

△ 1 909

採用関係（人）

H29.1.1

現在人員

予定

見込（人）

増減事由別内訳(千円)

退職関係（人）

実績

説　　　明(千円)

前年度当初 

0.05%

予算人員

0.87%

(人）
実績

906

予定

本年度当初

予算人員(人）

差引

△ 3

今後の増減

差引



職員手当 191,156 1   制度改正に 37,859 扶 養 手 当 1,650 支給額の改定によるもの

   伴う増減分 期 末 勤 勉 手 当 36,209 支給率の引上げによるもの

2  その他の増 153,297 扶 養 手 当 △ 3,777 増減理由

   減分 地 域 手 当 367 1 給与改定のはねかえりによるもの

住 居 手 当 1,751 2 職員数の増減によるもの

通 勤 手 当 △ 262 3 退職予定者の増加によるもの

特 殊 勤 務 手 当 394 4 自然増減及びその他によるもの

時 間 外 勤 務 手 当 10,922

夜 間 勤 務 手 当 △ 1,958

管 理 職 手 当 1,527

管理職員特別勤務手当 2

単 身 赴 任 手 当 226

期 末 勤 勉 手 当 △ 14,813

退 職 手 当 158,918



 (3) 給料及び職員手当の状況

　 ア　職員1人当たりの給与　

区 分

　 イ　初　任　給

413,799

46.09

187,700

一　般　職　員　(円)

150,500

178,200

174,200

消　防　職　員　(円)

44.1045.00

企業職

161,700

191,700

157,700

44.08

消防職

323,635

全職種

349,540

42.01

452,488

146,500

360,776

428,634

48.09

325,231

358,280

49.08

393,363

46.00

技能労務職

354,839

414,742

48.09

409,366

46.01

350,148

411,216

41.00

349,322

384,252

428,762

41.11

326,189

424,533

360,597

453,809

50.08

医療技術職

310,367

350,493

42.10

344,804

356,433

404,345

46.07

356,644

354,028

407,894

看護保健職

314,317

340,053

福祉職

362,740

税務職

347,080

376,783

45.11

一般行政職

46.06

352,923

平均給料月額(円)

平成29年1月1日現在

平成28年1月1日現在

平成29年1月1日現在

平均給与月額(円)

平均年齢  (歳.月)

平均給料月額(円)

平成28年1月1日現在

区　　　　　分

407,039

46.03

平均給与月額(円)

大　　　学　　　卒

学　　　　　歴

平均年齢  (歳.月)

高　　　校　　　卒

大　　　学　　　卒

技　能　労　務　職　員　(円)

143,500

－

139,500

－

高　　　校　　　卒



 　ウ　級別職員数

3.5 23 2.8

10.9 70 8.7

3.2 27 3.3

59.7 484 59.8 81.8 100.0

(46) (100.0) 13.2 (54) 109 (100.0) 13.5 (10) (100.0) 13.2

5.3 53 6.6 3.0

4.2 43 5.3 2.0

(46) (100.0) 100.0 (54) 809 (100.0) 100.0 (10) (100.0) 100.0 100.0

3.6 24 2.9

10.6 69 8.4

2.6 23 2.8

59.9 494 60.5 80.2

(39) (100.0) 14.0 (48) 118 (100.0) 14.5 (11) (100.0) 16.8

5.4 50 6.1 2.0

3.9 39 4.8 1.0

(39) (100.0) 100.0 (48) 817 (100.0) 100.0 (11) (100.0) 100.0 0.0

（     ）内は、再任用短時間勤務職員を外数で示す。 医師職給料表適用者は、保健所長を示す。

（級別の基準となる職務内容）

平成28年1月1日現在

0

１級

３級

２級

１級

計

２級

86

33

16

２級

計

65

22

３級

２級

５級

４級

613

１級

計 1

３級

２級

５級

４級 1

級 構成比（％）職員数（人）構成比（％）

     医　師　職

５級

７級

81

６級

５級

21

79

２級

13

3

５級

７級

65

１級

計

７級

６級

２級

19

６級

４級

１級

３級

７級

６級

計 計

24 １級

５級

４級

１級

３級 ３級

４級

計

１級

計

25

598

４級367

101

2

99

81

17

2

1

構成比（％）

技能労務職

職員数（人） 職員数（人）級 構成比（％） 級職員数（人）

区　　分

一般行政職

７ 級

部 長 又 は 参 与
調整監又は副参与

６ 級

課 長 又 は 参 事

５ 級

主　　幹

４ 級

主 査 又 は 主 任

３ 級

主 任 主 事

２ 級

高 度 の 知 識
又 は 経 験 を 必 要
と す る 業 務 を
行 う 主 事

１ 級

主　　事

区     分

平成29年1月1日現在

技能労務職、医師職を除く全職種     一般行政職

357

級

５級

４級

２級

５級

４級

３級３級

32



 エ　昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１ 号給 （人）

２ 号給 （人）

３ 号給 （人）

４ 号給 （人）

（％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

１ 号給 （人）

２ 号給 （人）

３ 号給 （人）

４ 号給 （人）

（％）

区                                      分

代表的な職種

一般行政職 技能労務職

全  職  種 

前　  年　  度

職 員 数

号給数別内訳

比 較 （ Ｂ ） / （ Ａ ）

本  　年  　度

職 員 数

号給数別内訳

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 較 （ Ｂ ） / （ Ａ ）

昇 給 に 係 る 職 員 数

478 64

909 99

828 562 91

598

6 6 0

112 71 22

91.1 94.0 91.9

13 7 5

697



 オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　地域手当

25.55625 34.5825支　給　率　等

25年勤続の者（月分）

前　　年　　度
2.175

区　　　  　  分

備　　　　考
職制上の段階、職務
級等による加算措置

支給率計（月分）

4.30

(2.25)

６月（月分）

（    ）内は、再任用短時
間勤務職員の支給率を
示す。

有

区　　　 　  分

               支給期別支給率              

2.075

(1.200)

2.225

１２月（月分）

本　　年　　度
(1.050)

     支       給       率            4.25%～20%

備　　　考35年勤続の者（月分）

定 年 前 早 期 退 職
特 例 措 置

    医   師   等      

20年勤続の者（月分）

（    ）内は、再任用短時
間勤務職員の支給率を
示す。

そ の 他 の
加 算 措 置 等

49.59 49.59

最高限度  （月分）

(2.20)

      支給対象職員数(人)            13

有
4.20

(1.025)

2.025

(1.175)

     支 給 対 象 職 員            



 ク　特殊勤務手当

代表的な職種

医　　　師　　　職

給料総額に対する比率 (％ ) 0.07 33.3

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
( 平 成 29 年 1 月 1 日 現 在 )

0.31 100.0

代表的な特殊勤務手当の名称

ケ　その他の手当

区　                分

扶    養    手    当

住    居    手    当

通    勤    手    当

配偶者 10,000円、子に係る扶養１人につき 8,000円（職員に   配偶者がない場合にあっては、そのうち１人については 10,000円）、父母等に係る扶養１人につき
6,500円（職員に配偶者がない場合にあっては、そのうち１人   については 9,000円）、満 15歳に達する日後の最初の 4月 1日から満 22歳に達する日以後の最
初の 3月 31日までの間にある子については、１人につき        5,000円加算

借家、借間等については、家賃額支給区分により支給                支給上限 27,000円
単身赴任者で配偶者等が居住するための住宅を借り受け、   家賃等を支払っている者に対し、その家賃等の額に応じた住居手当の2分の1に相当する額（支給
上限 13,500円）を別途支給

交通機関利用者については、運賃相当額　                               支給上限 55,000円
交通用具利用者については、支給距離区分による額                  支給上限 31,600円
通勤距離が片道2ｷﾛﾒｰﾄﾙ未満である者及び徒歩通勤者　　　　      　　　　　　不支給

区　　　　　　　　分 全　　　職　　　種

医務従事手当        

     当                    の                    内                    容                                             手


